
自民党が6割以上の賛成なのに対し、民主党の賛成

は3割にとどまっている。どちらともいえないとい

う回答が全体の4割近くを占めており、これは公共

事業の内容によるということであると思われる。

（5）住宅減税

ほぼ全員が賛成と回答しており、その必要性は共

通の認識となっている。

（6）持合株式の交換制度の導入

自民党の賛成は6割以上にのぼるものの、全体では、約

半数がどちらともいえないと回答しており、まだ、そ

の必要性が十分に認識されていないものと思われる。

【年金制度】

（7）基礎年金の間接税化

自民党の賛成が4割以下なのに対し、逆に民主党

の賛成が6割にのぼっている。

新参議院議員に対するアン
ケート調査結果について

　当フォーラムでは、96年の総選挙後、初当選

した新国会議員に個別政策、政治信条などにつ

いてアンケート調査を行うとともに、新国会議

員を招いてのシンポジウムを開催するなど、コ

ミュニケーショの促進に努めてきた。この度、7

月の参議院議員選挙における初当選議員につい

て、同様のアンケート調査を実施した。以下は、

その概要である。

11111.調査対象

第18回参議院議員選挙（98.7.12）での当初選議

員55名

（自民党22名、民主党15名、自由党4名、公明党3

名、社民党1名、無所属10名）

22222.調査期間

1998年9月末（9月29日付発送）～11月

33333.回答数と回答者の属性

27名 　　　　　　　　　　　　〈　〉内は回答率

（自民党11名〈50％〉、民主党10名〈67％〉、自由党

0名〈0％〉、社民党0名〈0％〉、公明1名〈33％〉、無

所属5名〈50％〉）

■回答者の年齢別構成
（グラフ内の数字は人数、以下同じ）

■回答者の経歴（前職）

※全体の中でサラリーマン経験者は9人

44444.主な調査結果

1.政策編

　個別政策については、臨時国会の最大の懸案事

項であった金融問題をはじめ、税制、経済活性化対

策、年金制度、さらに国会・政治改革について「賛

成」、「反対」、「どちらともいえない」の選択式の質問

を行なった。また、最後に、「日本経済再生のために

は何が必要か」という自由記述式の質問を行った。

【金融問題】

（1）金融システム安定・強化のための破綻前の公

　  的資金投入

臨時国会での議論を反映して、自民党が全員賛成

なのに対し、民主党は半数が反対だった。

【税制】

（2）法人課税の国際水準への引き下げ

（3）個人所得税の制度減税

「法人課税の国際水準への引き下げ」、「個人所得

税の制度減税」については、政党を問わず、賛成が

大多数である。

【経済活性化】

（4）公共事業の拡大
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（8）確定拠出型年金制度の導入

自民党は7割が賛成なのに対し、民主党の賛成は

2割と低い。

【国会・政治改革】

（9）参議院の選挙制度改革

（10）衆議院の選挙制度改革
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（11）国会議員の定数削減

（12）副大臣制度の導入

議員自身の問題とも関連する「選挙制度改革」に

ついては、衆議院、参議院を通じて賛成が6割を

超えており、総論としてはおおむねその改革の

必要性を感じているものと思われる。「国会議員

の定数削減」、「副大臣制」の導入についても、賛

成が7割を超えている。

（13）日本経済再生のためには何が必要だと思う

　　 か（自由記述式、複数回答有り）

※記述式回答の中から、キーワードを抽出

※税制については「減税」という回答が7名、「税制

　改革」という回答が4名

※行政改革については、うち2名が行財政治革と回答
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2.政治信条編

　政治信条については、立候補の動機、選挙戦の

感想、政治信条、独自選挙公約について自由記述

式の質問を行った。

※本編の回答は、大量、多岐にわたるため速報

　への掲載は省略させていただきます。なお、

　調査結果の詳細をご希望の方は下記までご

　連絡下さい。
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結果の詳細（政策編）

経団連　政治グループ　石戸・内田
TEL.03-3279-1411
　　 （内線3639、3638）

FAX.03-5255-6255

岩城 光英
加納 時男
亀井 郁夫
木村 仁
久野 恒一
中川 義雄
仲道 俊哉
日出 英輔
山内 俊夫
山下 善彦
若林 正俊
浅尾 慶一郎
小川 敏夫
木俣 佳文
郡司 彰
輿石 東
桜井 充
佐藤 泰介
高嶋 良充
藤井 俊男
本田 良一
日笠 勝之
浜田 卓二郎
海野 徹
中村 敦夫
福山 哲郎
松田 岩夫
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○=賛成、△=どちらともいえない、×=反対、
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